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知事選の対応方針を満場一致で採択
２期８年の総括を踏まえ 三日月知事の推薦を決定

｢夏季要求書｣および「定年延長に係る要求書｣を提出
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自治労県職・県職連合中央委員会を開催（６／１）

自治労県職は６月１日夕刻、

草津市内にて知事選の対応方針

や当面する活動方針を協議する

ため、自治労県職第49回・県職

連合第15回中央委員会を開催し

ました。時間外にも関わらず県

内各職場から多数の代表者が参

加しました。第１号議案では、

知事選の対応方針案を執行部から提案。今回の知事選は、

三選の立候補を表明している三日月現知事の他、共産党滋

賀県員会などで構成する団体からの立候補が検討されてい

ます。自治労県職として先ず、三日月知事２期８年間の実

績について総括しました。オープンで風通しの良い県政運

営、労働組合を尊重し職員と一緒に県政を担っていく姿勢、

６年連続の職員定数の増員、職員のやりがいや働く環境の

整備等の実績から、積極的に評価。さらに連合滋賀や自治

自治労県職は６月２日、今年度の夏季要求書および定年延長

に関する要求書を提出しました。

未だ収束しない新型コロナへの対応をはじめ、職場の人員課

題は深刻です。年度当初からの欠員は不補充のままであり、人

員不足を訴える声が職場から多数寄せられています。早期の人

員補充を求めていきます。また、夏季の課題として、盆の連続

休暇の設定や夏季休暇の取得、空調などの職場環境の改善など

１２項目の要求書を提出しました。（要求内容は裏面のとおり）

また、来年度から実施予定の「段階的定年延長」については、

条例化の時期を含めて詳細は未定のままであり、早急な具体化

が求められます。この課題は、共闘する滋賀県教職員組合とと

もに、総務部長交渉も含めて交渉を実施していきます。（要求

内容は裏面）各職場からの積極的な参加をお願いします。

労滋賀県本部

において、そ

れぞれの機関

会議で三日月

知事の推薦決

定を行ってい

ることを確認。これらを総合的に判断し、三日月知事

の推薦を決定することを提案しました。中央委員から

の発言を受けた後、執行部提案を満場一致で採択しま

した。また、第２号議案では、当面する活動方針とし

て、段階的定年延長の具体化、欠員や人員不足解消、

夏季要求の実現など今年度の重要課題で議論しまし

た。参加の中央委員から職場における課題を訴える発

言があり、執行部答弁を行った上で、方針案を採択し

ました。今後、決定された方針に基づき具体の要求課

題の実現に向けて活動を強化していきます。

欠員･人員不足は深刻､早急に補充すべき
盆休は8/15(月)～17(水)の土日含む５連休を要求
未確定の定年延長､早期の具体化を求める

交渉の日程
◆人事課長交渉

日時：６月１７日（金）13:30～15:00（集合12:30）

場所：大津合同庁舎 ７-Ｃ

◆総務部長交渉
日時：８月 ５日（金）13:15～14:15（集合12:15）

場所：北新館 ５-Ｂ



交流企画！

キックベースボール大会
県職員、県立病院職員、教職員がスポーツを通して交流するイ

ベントを開催します。スポーツが得意な人も、そうでない人も気

軽に参加できるルールとなっていますので、ぜひご参加ください！

◇日時 6月25日（土）9:30開会式 12:00終了予定

◇場所 近江八幡市立健康ふれあいセンター（屋根付き多目的広場）

↓参加申込はこちらまで↓

本部TEL:077-528-4790/守山TEL:077-583-4906

家庭用花火！斡旋します
毎年、好評の「家庭用花火」の斡旋を始めます。

商 品 名 内 容 定 価 斡旋価格

花火伝説（中） 手持花火のセット 600円 ３００円

と り だ し 超 ラ ク 手持花火のセット 800円 ４００円

花 火 伝 説 （ 大 ） 手持花火のセット 1000円 ５００円

はぁとふるてもちmagic 手持花火のセット 1200円 ６００円

たっぷりまるっとてもち 手持花火のセット 1500円 ７００円

手持ち花火が100本以上 手持花火のセット 2000円 ９００円

鬼 ス ゴ 手持＋噴出セット 3500円 １６００円

豪 華 は な び 手持+噴出＋打上 5000円 ２３００円

ぶ っ 飛 L 手持+噴出＋打上 6000円 ２５００円

か ご セ ッ ト 手持+噴出＋打上 10000円 ５０００円

※申し込みの締め切りは８月２６日（金）

退職手当の見直し｢今回は必要ない｣と回答(内閣人事局)

２０２２年度夏季要求書（抜粋）
〇人員体制について、今年度の知事部局定数は 89 人の増員とな
ったが、年度当初において健康医療福祉部等の県庁職場、土木職

場、福祉施設、保健所、子ども家庭相談センター、琵琶湖環境科

学研究センター 、衛生科学センター等で欠員が生じている。 さ ら

に、これら以外の職場においても、新型コロナ対策、補正予算への

対応もあり、相当数の職場で人員不足による業務過多が生じてい

る。これらの人員不足を早期に解消するため、年度途中での人員

を補充するとともに、来年度に向けても思い切った増員・定数増を

図ること。また、林業職場では、全国植樹祭の開催で人員がさかれ

ているが、植樹祭終了後は、各職場に再配置すること。

〇新型コロナウイルス感染症対策については、新年度から人員増

が図られているが、引き続き、年度途中での増員を含めて必要な

人員確保を図ること。また、新型コロナ対応について、一部の部局

では通常業務の一部先送りを行っているが、年度を超えての繰り

越しなどで、今年度業務執行への負担が生じている。改めて、該当

事業の停止など見直しを行い、適正な BCP の発動を図ること。

〇年間総労働時間「 １ ８ ０ ０時間 」を実現するため、年次有給休暇

の計画取得も含めて、すべての職場において年休の完全取得が実

現できるよう、人的確保も含めた環境整備を図ること。。

〇 「夏季休暇」（６日）は、夏季における心身の健康の維持・増進、

家庭生活の充実のためのものであり、すべての職員が完全に取得で
きるよう条件整備に努めること。

〇 「盆休暇」については、８月１５日（月）から１７日（水）までの設定と
し土日を含め５日連続休暇とすること。さらに１２日（金）も含めて７連
続休暇となるよう年休取得を奨励すること。盆休暇中の出勤について
は、管理職が率先すること。

〇冷房運転については、新型コロナ対策で室内の換気をしつつ、適
正温度が確保されるよう弾力的に運用すること。また運転期間、時間
延長も含め勤務実態に応じた対応を図ること。

〇育児や介護と仕事の両立支援制度について、十分な活用ができる
よう次の事項を踏まえて実効ある条件整備を図ること。

〇職場でのセクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント 、マタニ
ティー ・ハラスメン ト等への実効ある防止策を推進するため、指針に
基づき対策を強化すること。

〇複雑高度化する職務や仕事量の増大等に伴い精神的不調を訴え
る職員が増加している現状を踏まえ、メンタルヘルス対策の充実・強
化を図ること。特に、ストレスチェック制度を有効に活用し、その結果
の分析・検証を行った上で、支援策の拡充を図ること。

〇人事評価制度については、２０１５年度の最終交渉の５項目確認を
基に適切な運用を図ること。また、人事評価制度の検証・見直しにつ
いては、この間の労使合意を踏まえて客観的なデータを基に共通認
識を図り、具体の課題で見直しの協議を進展させること。

定年の段階的引上げに関する要求書（抜粋）
〇 60 歳以降の給料について、同一労働同一賃金の観点から 60 歳まで
の給与水準を維持すること。少なくとも 60 歳前の 7 割以上の水準は確
保すること。

〇退職手当について、新国家公務員退職手当法を踏まえ、 60 歳に達し
た日以後、その者の非違によることなく退職した職員を定年退職として取

り扱うこと。また同法第 5 条の 2 に規定されている、いわゆる「ピーク時特
例」を適用すること。

〇 60 歳以降の職員の多様な働き方を可能とするため、定数外で「定年
前再任用短時間勤務制度」を制度化し、職員の希望に基づき雇用を確

保すること。ただし、定年前再任用短時間勤務職員の任用については、

一旦退職した後であることに鑑み、職員の意に反しない運用とすること。

また、多様な働き方の選択肢を整備するため「高齢者部分休業制度」を

導入し、代替職員を確保すること。

〇「定年前再任用短時間職員」および「暫定再任用職員」の働き方や職

務・級の格付けなどについては、知識、技術、経験等を積極的に活用す

る観点から従前の取扱いを抜本的にあらため、給与も 60 歳以降の常勤職
員との均衡をはかること。

〇加齢等に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障をきたすおそれがある
職種（いわゆる「困難職種」）等において特段の対応策を講じること。

〇組織の新陳代謝を図るため「役職定年制」を導入することとし、対象の役
職は管理職以上で、真に管理監督権限のある職員に限ること。降任後の
役職や配置について、スタッフ職に任用するなど組織運営や昇任の停滞
が生じないよう、適正な人事管理を行うこと。役職定年の例外となる特例任
用については、組織の硬直化を招かないよう運用基準を明確に定めること
とし、真に必要な場合に限ること。

〇定年の段階的引き上げに伴って、中堅層職員の昇格を確保するため、
ポストの確保や定数管理の弾力化など柔軟な対応をはかること。また、職
員のモチベーション低下を防ぐため、職員全体の昇任昇格スピードおよび
到達級について、最低限維持すること。

〇年齢構成がいびつになるなど組織の停滞を避けるため、新規採用職員
を計画的に募集すること。

国家公務員の退職手当の支給水準については、概ね
５年ごとに調査、見直しがなされており、今回は人事
院により「民間の退職手当及び企業年金の実態調査」
を行った結果、官民格差は公務が民間を0.06％上回っ
ているとの調査結果が出されています。この調査結果
に基づく政府の対応方針について、公務労協（自治労
も加盟）は４月２５日、内閣人事局と交渉を実施しま
した。内閣人事局側は、「今回は、較差は僅少であり
官民で概ね均衡していると認められることから、退職
給付金水準の改定は必要ないと考えている」と回答し

ました。公務労協側は、退職手当水準のあり方等は、
今後の引き続きの重要な課題であると指摘して、交渉
を終えました。
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